




















準」(以下基準 という)が 公表され,平 成17年
4月1日か ら始まる会計年度か ら適用されるこ
ととなった。この基準が,時 価会計導入の流れ









るとの批判 もなされ,導 入の延期を求める動 き











企業の側は,そ れ まで隠蔽できた,あ るいは本
来公表すべきでないところの損失を強制的に開
示させられ,そ の結果として,事 業の再編成を




公表をで きる限 り回避 しようとするであろう























































































































































































































れば,投 資家 ・債権者は,当 該企業への資金 ・
資源の提供を減額する ・停1ヒする可能性が高 く
なる。直感的にいえば、このような行動が考え

































































の有無は,そ れ を公表 しない限 り,投 資家 ・債
権者に減損 の事 実がわか らない とし,公 表 しな
い場合には,投 資の継続性については常 に一定
の確率 で行われる もの とする=
まず,減 損を公表 しない ことが投資家 ・債権
者 に与える効 果が、減損を公表する ことが投資
家 ・債権者に 与える効果 を上回 る場合 を考 えて
みよ う,こ れは,減 損 の事 実及び事業の再編成
の有無 を公表 した場 合の方が,公 表 しない場合
よ りも投 資家 ・債権 者に投 資を継続 して もらえ
る可能性 が低 い場 合である。 もし減損が発生 し
ていない事実,あ るいは減損 が生 じたがそれを
リカバーするよ うな効果的な事業の再編成が行
われたという事実が公 表 されれば,そ れを グッ
トニュース とらえた投 資家 ・債権者は投資 を継
続 ・拡大 させ る可能性が 高 くなる.したが って,
この場 合,公 表す るこ とは企業に とって メリッ
トが ある。 しか し逆 に,(効 果的 な事業の 再編
成 な しの)減 損発生 とい うバ ッ トニュー スが公
表 されれ ば,投 資家 ・債権者 は投 資を減 少 ・停
止 させ る可能性が 高 くなる。 問題は,グ ッ トニ
ュー スによって高 くなる効果 と,バ ッ トニュー
スによって減少す る効果 との比 較である、公表
す ることは,そ の双方の可能性 を企業側 に もた
らす ことも意味す る。す なわち グッ トニュース
に よるメリッ トを得 る代償 と して,バ ッ トニュ
ー スの場 合のデ メ リッ トを受 け入れるこ とにな
る。 したが って,グ ッ トニ ュー スに よる投 資の
継続 効果がバ ッ トニ ュー スによる投 資の停止効
果 を一ヒ回 る場合は,公 表す るこ とは企 業に とっ
て メリッ トがあ る。 しか しグ ッ ドニュースに よ
る投 資の継続の効果がそれほ どで もない と,公
表する ことは必ず しも企業 にとってメ リッ トを
もた らさない恐 れがあ る、 この ように減損 を公
表する ことは,必 ず しも企業 にとってメ リッ ト
があ ることばか りでは ない。デ メリ ッ トが ある
場 合 もある。それは減損が発生 していない,あ
るいは効果的な事 業の再編成 を行 う とい うグ ッ
トニュースが投 資家 ・債権者の投資行動 に与 え
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トを もた らす こ とになる、 したが って,こ の場
合において は,投 資家 ・債権者 に とって は,減
損 を公表す る方が常 にメ リッ トがあ る。す なわ
ち投資家 ・債権者は,自己の利益を守 るために,
常に公表を迫る ことになる拠
も し公表 されないのであれば,投 資家 ・債権
者は.自 己の利益 を守るために,自 らコス トを
負担 して成功の可 能性 を推 定 し,そ の水準に ま
で投 資の可 能性 を減少 させるこ とになろ う,前
述 のよ うに、そ うすれば公表 されな くとも投 資
家 ・債権 者に メリッ トが生 じるこ とがある,し
か しその場合,投 資家 ・債 権者 にコス トを負担
させ るだけでな く,一種 の レモ ン市場 が発生 し
て,そ の投資の可能性 を不必要 に低 く押 さえる
か も しれ ない.そ れは企業 にとっても望 ましい
状況で はない,
考察の最後 に.減 損発生の公表 について,全
体的な観点か らは メリッ ト・デ メリッ トはどの
ような場合 に発生 す るか とい うこ とを検 討す
る,さ しあた り企業 と投資家 ・債権者のみが存
在する場合 を想定 し,全 体的な メリッ ト・デ メ
リッ トを,企 業の メリッ ト・デ メリッ トと投資
家 ・債権者の メリッ ト・デ メリッ トをそれぞれ
合計 した もの としよう。公衷 した場 合に企業及
び投 資家 ・債権者の双方に メリッ トがある場 合
であれば,当 然のこ となが ら,全 体的な観点か
らもメ リッ トが発生 している。 しか し,企 業 に
おいて も,場 合 によっては投 資家 ・債権者 にお
いても,こ れ まで考察 して きたよ うに,条 件に
よって は,公 表す ることが メ リッ トを もた らさ
ないこともあ りうる、 この場合 には.結 局の と
ころ,企 業 と投資家 ・債権者のそれぞれの利得
の大 きさをどう考 えるか によって決 まることに
な る。 プロジェク トの成功の場合の両者の利得
の大 きさがほぼ同 じであ って,プ ロジェク トの
失敗に よるマ イナ スの利得が,投 資家 ・債権者
の方が より大 きい とする と,結 果 として,公 表
しない場 合には,投 資家 ・債権者のデ メリッ ト




































生 じせ しめる。 しか し減損はそれとは異な
り,時価の変動がプロジェク トの将来の成
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功 ・不成功 に関係があ り,こ れ を開示す る
ことは投 資家 ・債権者の メリッ トになる。
② 企業が事業の再編成 をお こな うのは・ グ
ッ トニ ュースの際の投 資家 ・債権者の投 資
行動 がバ ッ トニ ュー スの際の投 資行動 を ト
回る場 合である。
③ た とえバ ッ トニュー スであ って も,公 表
しない よ りも公表す る方が投 資家 ・債権者
の投 資 行動 に 良い影響 を与え る場合 に は,
グッ トニュースに関係な く,常 に公表する
方が 企業 に とって メリッ トが ある。
ヨ〔 バ ッ トニュースの場 合,公 表 しない 方が
公表する よりも投 資家 ・債権者の投 資行動
に良い影響 を与える場 合には,企 業が減損
の公表 に メリッ トが あるのは,グ ッ トニュ
ースが投 資家 ・債権 者の投 資行動 に与 える
影響 がバ ッ トニュースが投 資行動 に与える
影響 を上回る場 合である,優 良企業 につい
ては,こ の ことが 成立す るこ ともあ るが,
そ れ以外 の企業では,こ の ような ことは現
実 にはなかなか困難 であ ると思 われ る。
⑤ 投資家 ・債権者 は,通 常,減 損 を公表 さ
れた方が メリッ トが あ り、公表 され ない場
合 デ メリッ トが生 じる。 したが って公表さ
れないこ とによる企業のメ リッ トは,投 資
家 ・債権者 の犠牲の 上にあ る ともい える.
また公表 され ない場合 には,投 資活動 を著
しく一ド落 させ る恐れがあ る.
⑥1企 業 の存続 の利得 が著 しく大 きい場合 に
は,公 表 しない こ とで全体r白なメ リッ トが
生 じるこ ともあ るが,そ れ も投資家 ・債権
者の犠牲 によった ものであ る。
以 ヒの よ うに.直 感的 な理解 とは異 な り,企
業 には,投 資家 ・債権者の行動 によって,メ リ
ッ トの あ る場 合 とデ メリ ッ トの あ る場合 があ
る,ま た,企 業 と投資家 ・債権者の双方 を全体
的にみ ることに よって,た とえ公表す ることが
企業にデ メリ ッ トを もた らす に して も,公 表 し
ない ことは投資家 ・債権者 にデ メリ ットを与 え
る可能性がある。この点をこれ までの議論は失





























































































保 証 も ない.し た が っ て,初 期 の 状 況 が 不 合理
で あ り,そ れ を修 正 す る操 作 を 行 った 結 果 と し
て,企 業 も し くは 投 資 家 ・債 権 者 の期 待 値 が 変
動 し,そ れ が ど ち らか に とっ て デ メ リ ッ トとな
る こ と もあ る,
15:1固定 資 産が 原価 評 佃1を中心 と して きた こ との
理 由 につ い て は,山 桝 忠 如 ・罵 村 剛 雄 共 著 「1本
系財 務 諸 表 論{理 論 利訂)」(税務経 理協 会,1974
年1に 詳 しい、
161固定 資 産 に 時fl11i評価 が用 い られ て こ な か っ た
理 山 に 関 して,稿 者 と同 様 の 見 解 は,高 寺 貞 男
著1複 雑 系 の 会 計 学 』(三 嶺 書 房,1995年1に
もみ られ る 、,また 基 準 も基 本 的 に は 同 様 の 考 え
方 で あ る と思 わ れ る。
171田 中 健 _:著 『時 佃i会計 入 門 」 〔中 央経 済 社,
2〔}OOイト〕,66∫f・
唱1AccoulltillgTrelld&T¢cllniqu6の1998年版
を み る と、22例11115例で 減 損 の1}}1示と同 時 に ∫IF
業 の 再 編 成 に つ い て の 情 報 を 開 示 して い る,,な
お 本 稿 で い う意 味 で のllチ編 成 の コ ス トが どれ だ
け 生 じて い る か 資 料 か らで は 判 別 が つ か な か っ
た が,多 くの 企 業で 事 業 の 再 編 成 が な され て い
る こ とを み る と、投 資 家 ・債 権 者 か らの 支持 が,
そ して そ れ に よ る メ リ ッ トが 、 事 楽のil∫編 成 の
コ ス トをh回 って い る こ とが 推 察 で きる1、,なお
米 国 の減 損 会 計 及 び 事 装のIl`編成 に つ い て は 、










Imこ の よ う な 而 か ら減 損 会 計 を批 判 し た もの
に、 金子 勝 著 「提期 停 滞 』(筑 摩 書 房、2002年〕
が あ る。
li{〕Ii.1経新 聞 〔2003年4月151Dの記 事 に よ れ ば,
有 価 証 雰の 評 価 方法 に 選 択制 を 導 人 す る案 に 対
して,il要 ヒ場 企 業 の83%が 従 来 通 り時 価 で 評
仙 す る とい う ア ンケ ー トの結 果 が 出 て い る。 た
だ,減 損 会 計 は まだ 正式 な 会 計 ル ー ル で は な い
とい うこ と で,36%が 延 期案 に 賛 成 とな っ て お
り,両 汗へ の 反 応 に温 度 差が あ る1.
旧1減 損 の 事実 が 公表 され な い 限 り,投 資 家 ・債
権 者 に とっ て デ メ リ ッ トが 生 じる とい うこ の よ
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うな場合は,必ず しも減損の場合に限らないが、
現実の社会においてよく発生することである。
例えば,あ る事実が企業のプロジェクトの成功
にとってマイナスの要因であ り,場合によって
は致命傷になり,そ してそれを隠して時間が経
過しても決 してプロジェク トの将来の成功率が
高まらないが,し か しわずかながらも成功の可
能性の残るように思えるような場合に,事 実の
公表を行わないことにより,企業の存続という
利益を計ろうとすること,あ るいはそのように
主張することは良 くあることのように思われ
る。 しかし上記の考察から考えると,それは企
業のみの都合をみているのであ り,投資家 ・債
権者の利益を考慮していないということを意味
している,す なわちこれらの考察は,事 実を公
表 しないことによる企業側のメリットが,投 資
家 ・債権者の犠牲の上に成り立っていることを
指摘するものでもあろう
膿 基準は,減 損会計の導入の必要性について,
「不動産をはじめ固定資産の価格や収益性が著
しく低下 している昨今の状況において、それら
の帳簿価額が価値を過大に表示したまま将来に
損失を繰 り延べているのではないかという疑念
が示 され,1中略)こ のような状況が財務諸表
への社会的な信頼を損ねているという指摘」が
あることを述べている。
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